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１）令和４年度地中熱利用状況調査
【速報値】
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①令和４年度 地中熱利用状況調査の概要

R４調査対象者
パンフ「地中熱利用システム」

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

 目 的：地中熱の導入状況を年度別、利用方式別、都道府県別に集計し、調査結果を

図表・グラフに整理しパンフレット「地中熱利用システム」として公表（隔年）

 頻 度：平成22年度（2010年度）から隔年で実施（今回で7回目）

 調査方法：アンケート形式

 対 象 者 ：施工実績・導入実績を有する事業者・大学・地方公共団体等（約330）
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②地中熱の利用方法別累計設置件数

令和２年度調査
（R2.3末時点）

平成30年度調査
（H30.3末時点）

令和４年度調査
（R4.3末時点）

累計総数
8,761件

累計総数
8,347件

累計総数
7,748件

2,212件

3,218件2,256件

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

地中熱利用全体

＋599件増 ＋414件増

○R4.3末時点の地中熱利用の累計設置件数は8,761件 （前回調査より414件増）

○地中熱の利用方法別では、

ヒートポンプ方式：3,218件（36.7%）→ R2調査（35.9%）→ H30調査（34.4%）

空気循環方式 ：2,256件（25.8%）→ R2調査（26.3%）→ H30調査（26.6%）

水循環方式 ：2,212件（25.2%）→ R2調査（25.2%）→ H30調査（26.1%）
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③地中熱利用の都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

地中熱利用全体

地中熱利用システムの都道府県別累計設置件数
（R4.3末時点）

○累計設置件数 8,761件の都道府県別内訳は、

・北海道（882件）うちﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ815件

・山形県（811件）うち水循環（融雪用）712件

・千葉県（658件）うち熱伝導548件

・青森県（509件）

・長野県（448件）

・秋田県（447件）

・東京都（316件）

・福島県（310件）

・新潟県（305件）

○全国的には中部地方を含む東日本に設置件数が
多い傾向となっている。
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④ヒートポンプ方式による年間設置件数、年間設置容量

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

ヒートポンプ方式

ヒートポンプ方式による年間設置件数の推移 ヒートポンプ方式による年間設置容量の推移

○「年間設置件数」の推移では、2000年頃から徐々に増加し、2013年をピークに減少しているものの、

その後は約100件程度で推移しています。

○「年間設置容量」の推移についても、2000年頃から徐々に増加し、2014年をピークに減少している

ものの、その後は約10MWt程度で推移しています。
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⑤ヒートポンプ方式による都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

上位の都道府県名
・北海道（815件）
・秋田県（224件）
・長野県（196件）
・東京都（177件）
・新潟県（176件）
・岩手県（154件）
・青森県（150件）
・埼玉県（124件）
・福島県（117件）

ヒートポンプ方式

ヒートポンプ方式による都道府県別累計設置件数（R4.3末時点）

○ヒートポンプ方式の「累計設置件数」は、3,218件

○都道府県別累計設置件数は、依然として北海道が他の都府県より大きくなっています。

○全国的には中部地方を含む東日本で多く、西日本では少ない傾向にあります。
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⑥ヒートポンプ方式による導入箇所別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

ヒートポンプ方式

令和２年度調査
（R2.3末時点）

平成30年度調査
（H30.3末時点）

令和４年度調査
（R4.3末時点）

＋331件増 ＋225件増

総数3,218件総数2,993件
総数2,662件

○「導入箇所別累計設置件数」は3,218件（前回調査より225件増）

○内訳：戸建住宅 1,261件（39.2%）→ R2調査（40.3%）→ H30調査（44.1%）

事務所 421件（13.1%）→ R2調査（12.6%）→ H30調査（12.1%）

庁舎等 290件（ 9.0%）→ R2調査（7.8%）→ H30調査（7.5%）

農業施設 186件（ 5.8%）→ R2調査（5.8%）→ H30調査（3.2%）

店舗 153件（ 4.8%）→ R2調査（4.9%）→ H30調査（5.1%）

○また数は少ないものの、多様な施設に導入されている事が伺えます。
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⑦ヒートポンプ方式による施設別の累計設置件数、累計設備容量

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

ヒートポンプ方式

施設別の累計設置件数 施設別の累計設備容量（MWt）

○施設別の累計設置件数は「戸建住宅」が最も多く、2番目に多い「事務所」の約3倍となっています。

○一方で、累計設置容量で見ると「庁舎等」が最も多く、2番目に「事務所」、3番目に「病院・医療施
設」となっており、「戸建住宅」は8番目となっている。

○「庁舎等」の１件あたりの容量が大きく、「戸建住宅」１件あたりの容量が小さいことが分かります。

○また全国的には累計設置件数ではクローズドループが多い傾向であるが、累計設備容量ではオープン
ループと同程度であることから、オープンループの1件あたりの設備容量が大きいことが分かります。
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⑧地中熱利用ヒートポンプの国別累計設備容量

地中熱利用ヒートポンプの国別累計設備容量

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

ヒートポンプ方式

○海外では近年、めざましく増えているのは中国でアメリカ

と並んで他の国々より多くの地中熱が利用されています。

○日本と同程度の国面積であるドイツやフィンランドでも

日本の約10倍以上の地中熱が利用されており、国面積

の小さいスイスやオランダでも日本の約7倍以上の利用が

されています。
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⑨水循環方式による都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

水循環方式

水循環方式による都道府県別累計設置件数（R4.3末時点）

○水循環方式の「累計設置件数」は、2,212件

○都道府県別では、山形県が712 件と多く、次いで青森県276 件、秋田県210 件、長野県183 件、

福島県167 件、富山県120 件、岩手県123 件となっています。

○水循環方式は、ほとんどが融雪目的であり積雪寒冷地域への導入が多くなっている。
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⑩空気循環方式による都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

空気循環方式

空気循環方式による都道府県別累計設置件数（R4.3末時点）

○空気循環方式の「累計設置件数」は、2,256件

○都道府県別では、山口県が281 件と最も多く、次いで愛知県143 件、鹿児島県142 件、東京都
125 件、埼玉県120 件となっている。

○関東地方を含む西日本で設置件数が多い傾向がみられる。
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⑪熱伝導方式による都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

熱伝導方式

熱伝導方式による都道府県別累計設置件数（R4.3末時点）

○熱伝導方式の「累計設置件数」は、857件

○都道府県別では、千葉県で548 件、静岡県で153 件であり、この2県で全体の82％を占める。

○関東地方、中部地方、近畿地方に多い傾向である。
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⑫ヒートパイプ方式による都道府県別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

ヒートパイプ方式

ヒートパイプ方式による都道府県別累計設置件数（R4.3末時点）

○ヒートパイプ方式の「累計設置件数」は、218件

○都道府県別では、新潟県で88 件、青森県で82 件であり、この２県で全体の78％を占める。

○ヒートパイプ方式も、ほとんどが融雪目的であり積雪寒冷地への導入が多くなっている。
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（参考）地中熱利用方式の種類

○R4調査による利用方法別累計設置件数

１）令和４年度地中熱利用状況調査【速報値】

地中熱利用方式の種類

3,218件 2,212件2,256件 857件 218件
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２）地中熱普及に関する取組
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①これまでの地中熱利用に関する支援

２）地中熱普及に関する取組

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 （年度）R4 R5H24H23H22H21H20

Ⅰ. 評価・実証事業

Ⅲ. 普及・啓発

Ⅱ. 事業導入支援

地中熱利用にあたっての
ガイドライン
(H24.3)

地中熱利用にあたっての
ガイドライン<改定>

(H27.4)

地中熱利用にあたっての
ガイドライン<改定増補>

(H30.3) 

地中熱利用状況調査(H22、H24、H25、H28、H30、R2、R4)
パンフレット「地中熱利用システム」(H24～作成)

クールシティ推進事業(H18～H22）

ETV事業<環境技術実証事業> 地中熱関連 (H21～R3)

先進的地中
熱利用ﾋｰﾄ
ﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ
導入補助事
業

地熱・地中熱等による低
炭素社会推進事業

再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業

ZEB・ZEH関連事業
・建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業
・戸建て住宅ネット・ゼロ・エネルギーハウス（ZEH）化等支援事業
・集合住宅の省CO2化促進事業

地域の防災・減災と低炭
素化を同時実現する自
立・分散型ｴﾈﾙｷﾞｰ設備
等導入推進事業

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する避難
施設等への自立分散型エネルギー施設導入支
援事業

廃熱・未利用熱・営農地等の効率的活用による脱炭素化推進事業

PPA活用などの再エネ価
格低減等を通じた地域
の再エネ主力化・ﾚｼﾞﾘｴﾝ
ｽ強化促進事業

地域脱炭素の推進のための交付金

民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業

地中熱利用にあたっての
ガイドライン<第４版>

(R5.3) 予定

パンフレット「地中熱のひみつ」・「地中熱読本2021」
(R2作成)

ガイドライン

パンフレット

地域脱炭素の推進のための交付金
事例を紹介

利用状況調査
パンフレット
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②「地中熱利用にあたってのガイドライン（改訂増補版）」の改訂

 「地中熱利用にあたってのガイドライン（改訂増補版）」の改訂（令和5年3月公表予定）

→現行のガイドライン（H30.3改訂）からは5年が経過

→近年、変化が著しい地球温暖化対策の施策を踏まえ、地中熱利用の一層の普及・促進を図る

→新たに得られた知見・事例等を追加し、より内容を充実させる

○平成24年3月 初版を公表

【目的】

環境共有資源である地下水・地盤環境の持続可能な利用を行
うとともに地中熱利用の普及促進を図る

【目次構成】

１．地中熱利用ヒートポンプの概要

２．地中熱利用ヒートポンプによる省エネ効果等および事例紹介

３．地中熱利用ヒートポンプの導入・利用に関する配慮事項

４．地下水・地盤環境への影響項目とモニタリング方法

５．モニタリングデータの将来的な活用について

○平成27年3月 改訂版を公表

【改訂概要】

・各種データの更新・拡充

・省エネ効果等の施設別試算例の追加

・新技術の紹介

○平成30年3月 改訂増補版を公表

【改訂概要】

・地盤への熱影響に関する留意事項を追記

・地下微生物への影響についての実証試験結果の追記

https://www.env.go.jp/water/jiban/gl-gh201803/index.html

地中熱利用にあたってのガイドライン
改訂増補版（平成30年３月）

改訂予定

２）地中熱普及に関する取組
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③R4地中熱利用状況調査の実施（H22から隔年実施）

 令和4年度、「地中熱利用状況調査」を実施。（7回目）

→地中熱利用状況に関するアンケート調査を実施し、「用途別、都県別など」に図表・グラフ等に整理

→調査結果をパンフレット「地中熱利用システム」に反映（R5年度予定）

R４年度調査結果

パンフ「地中熱利用システム」

２）地中熱普及に関する取組
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④地中熱広報資料紹介（パンフレット）

 環境省HPにて掲載しているパンフレットは以下の３種類

①地中熱利用システム
（主に関係者向け）

② 地 中 熱 読 本
（一般市民向け）

③地中熱のひみつ
（子供向け）

２）地中熱普及に関する取組
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⑤地中熱広報資料紹介（ポスター・タペストリー）

 環境省にて作成している「地中熱普及啓発ポスター」、「タペストリー（10種類）」

※タペストリーは一般貸出しを実施

壁掛け用タペストリー（A1サイズ10種）
※貸出し用

普及啓発ポスター（B2版）

２）地中熱普及に関する取組
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⑥地中熱広報資料紹介（動画）

 環境省にて作成している動画は以下の３種類

①地中熱の仕組みを簡単に説明した「地中熱のひみつ（子供向け）」※環境省HP掲載済み

②地中熱の仕組みと採用事例の紹介「知ってますか？地中熱（一般向け）」※環境省HP掲載済み

③触れて学ぶ「地中熱ツアー」（USBメモリにて貸出し）

①地中熱のひみつ（子供向け）3’38”

②知ってますか？地中熱（一般向け）4’53” ③地中熱ツアー（貸出し用）
※展示会等でタブレット等にダウンロードしタッチしながら学んでもらうもの

２）地中熱普及に関する取組



24

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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特定地域脱炭素移行加速化交付金
令和５年度予算（案） 3,000百万円（新規）

民間裨益型自営線マイクログリッド事業

脱炭素先行地域内において、民間事業者
が裨益する自営線マイクログリッドを構築さ
れた地域（特定地域）の地方公共団体

※1原則２／３

50億円／計画

自営線
マイクログリッド

自営線によるマイクログリッドに接続する温
室効果ガス排出削減効果の高い主要な脱
炭素製品・技術（再エネ・省エネ・蓄エネ）
等であって、民間事業者への再エネ供給に
資する設備導入や、民間事業者による省エ
ネ等設備投資

※2

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

（参考）地域脱炭素の推進のための交付金

2030年度目標及び2050年カーボンニュートラルに向けて、民間と共同して意欲的に脱炭素に取り組む地方公共団体等に対して、
地域の脱炭素トランジションへの投資として本交付金を交付し、概ね５年程度にわたり継続的かつ包括的に支援する。

※市区町村は、温対法に基づく促進区域に
おける再エネ設備整備に５億円追加あり

地域脱炭素の推進のための交付金 令和５年度予算（案） 35,000百万円（20,000百万円）
令和４年度第２次補正予算額 5,000百万円

令和５年度予算（案） 32,000百万円（20,000百万円）
令和４年度第２次補正予算額 5,000百万円

脱炭素先行地域づくり事業 重点対策加速化事業

交付
対象

支援
内容

交付率

上限額

脱炭素先行地域づくりに取り組む地方公共団体
（一定の地域で民生部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ達成等）

自家消費型の太陽光発電など重点対策を
加速的にかつ複合実施する地方公共団体

原則２／３ ２／３～１／３、定額

50億円／計画 都道府県：20億円、市区町村：15億円

再エネ設備 基盤インフラ設備 省CO2等設備 等

• 地域の再エネポテンシャルを
最大限活かした再エネ等設
備の導入（※3）

再エネ発電設備、再エネ熱･
未利用熱利用設備等

• 地域再エネ等の利用の最大
化のための基盤インフラ設備
の導入

蓄エネ設備、自営線、再エ
ネ由来水素関連設備、エネ
マネシステム等

• 地域再エネ等の利用の最大
化のための省CO2等設備の
導入

ZEB･ZEH、断熱改修、ゼロ
カーボンドライブ、その他各種
省CO2設備等

EMS

重点対策の組み合わせ等

・自家消費型の太陽光発電（※3）

・地域共生・地域裨益型再エネの立地
・業務ビル等の徹底省エネ・ZEB化誘導
・住宅・建築物の省エネ性能等の向上
・ゼロカーボン・ドライブ

※1 財政力指数が全国平均（0.51）以下の地方公共団体は、一部の設備の交付率を３／４
※2 特定地域脱炭素移行加速化交付金を活用する場合の両交付金合計の上限額： 50億円＋（特定地域脱炭素移行加速化交付金の交付額の１／２（上限10億円））
※3 令和４年度第２次補正予算以降において、公共施設への太陽光発電設備導入はPPA等に限る。

※1

※2

①脱炭素先行地域づくり事業 ②重点対策加速化事業

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）

①脱炭素先行地域づくり事業

②重点対策加速化事業
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①脱炭素先行地域づくり事業 選定状況（第１回＋第２回）

 第２回までに、全国29道府県66市町村の46件の提案が選定された。

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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①脱炭素先行地域づくり事業 選定地域一覧

共同提案を含め、日本全国の155の地方公共団体から129件の計画提案が提出

第１回及び第2回の応募により、46件を脱炭素先行地域として選定

※赤枠は「地中熱」の記載が見受けられた地域

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）

選定地方公共団体 計画提案書
https://www.env.go.jp/policy/roadmapcontents/
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①脱炭素先行地域づくり事業 地中熱関連の事例（北海道上士幌町）

 未来へつなぐ持続可能なまちづくり -ゼロカーボン上士幌の実現とスマートタウン構築を目指してー

町全域の民生需要家に対し、地域において実績のあるかみしほろ電力を通じて、家畜ふん尿処理の過程で発生するメタンガスを利用したバ
イオガス発電、町有地や公共施設を活用した大規模太陽光発電や卒FIT電源からの再エネを供給すること等により、町全域の民生電力の脱
炭素化を図る。また、全公用車両のEV、PHEV更新等により、運輸部門等の脱炭素化を図る。

 役場庁舎の改修に合わせ地
中熱ヒートポンプを導入

・上士幌町役場

役場HPより

かみしほろちょう

上士幌町役場

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）



29

①脱炭素先行地域づくり事業 地中熱関連の事例（島根県邑南町）

 再生可能エネルギーで輝く「おおなん成長戦略」

矢上地区・中野地区・田所地区の全域において、おおなんきらりエネルギー株式会社がPPA事業者となって、公共施設、事業所、住宅等に
太陽光や蓄電池を設置し自家消費を進めるとともに、その他民生需要家に同社が再エネ電気メニューにより再エネを供給することにより同区全
域の脱炭素化に取り組む。その他、全公共施設の脱炭素化、自家用車と農作業用軽トラックのEV化、ソーラーシェアリングや農機具の電化等
に取り組む。

 道の駅「瑞穂」

・地中熱を利用した空調設備の導入

・地中熱を利用した融雪設備の導入

道の駅公式HPより

おおなんちょう

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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①脱炭素先行地域づくり事業 地中熱関連の事例（岡山県西粟倉村）

 2050“生きるを楽しむ”むらまるごと脱炭素先行地域づくり事業

村全域における公共施設等（庁舎、教育・福祉施設、産業・商業施設、村営住宅等。村の全電力使用量の30%相当）について、屋根
等に太陽光・風力・蓄電池を導入するとともに、既存の小水力発電、太陽光、木質バイオマス発電を活用しながら、設立予定の地域新電力を
通じてエネルギーマネジメントを行いながら脱炭素化を図る。また、データプラットフォーム上でエネルギーの見える化を行い、村民の排出量削減に
向けた行動変容を促す。

 地中熱を利用した空調設備の

導入（井水冷房設備）

・西粟倉村立小学校

・西粟倉村立中学校

・国保総合保健施設いきいきふれあいセンター

・高齢者生活福祉センターゆうゆうハウス

Wikipediaより

にしあわくらそん

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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令和4年度策定

29自治体

東北ブロック(3県、１市)

宮城県 宮城県 山形県 山形県
仙台市 福島県 福島県

関東ブロック(1県３市町)

栃木県 栃木県 神奈川県 小田原市
厚木市
開成町

中部ブロック(2県、４市)

長野県 長野県 岐阜県 岐阜県
伊那市 美濃加茂市
安曇野市
箕輪町

中国ブロック(１県、２市町)

鳥取県 鳥取県
島根県 美郷町
岡山県 瀬戸内市

四国ブロック(1県)

高知県 高知県

九州ブロック(２県、３市町)
福岡県 福岡県 熊本県 荒尾市

糸島市 宮崎県 宮﨑県
大木町

北海道ブロック(4市町)

北海道 札幌市
登別市
苫小牧市
喜茂別町

近畿ブロック(２市)

京都府 京都市
大阪府 河内長野市

令和４年9月末時点、29自治体（10県、19市町）が、重点対策加速化事業の事業計画を策定。

②重点対策加速化事業 選定状況

※令和4年5月30日内示 13件
※令和4年7月14日内示 9件
※令和4年9月22日内示 7件

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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共同提案を含め日本全国の102の地方公共団体から79件の計画提案が提出

 これまでに、29件の重点対策加速化事業として選定

②重点対策加速化事業 選定一覧

※赤枠は「地中熱」の記載が見受けられた地域

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）

重点対策加速化事業
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/grants/#business2
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②重点対策加速化事業 地中熱関連の事例（北海道登別市）

 登別市湯之国ゼロカーボンシティ重点対策加速化事業

•庁舎の建替えに合わせて、新庁舎のZEB認定を受けて、地域脱炭素を進める。公用車の50%をEV車等に更新することを目指し、駐車場
に充電器を設置する•市有地や公共施設の未利用地を有効活用し、公共施設の電力使用量の50％を再生可能エネルギーの電力で賄うこ
とを目指す•登別温泉地区に温泉熱を活用した融雪システムを導入する•民生家庭部門に対しては、住宅の新築及び改修の双方で取組を実
施する

 市役所新庁舎のZEB Ready化
事業

市役所本庁舎の建替えに伴い、地
中熱を活用予定

Wikipediaより

登別市役所

のぼりべつし

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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②重点対策加速化事業 地中熱関連の事例（北海道喜茂別町）

 水の郷きもべつゼロカーボンタウンスタートアップ事業

•ゼロカーボンを加速させる事業として、公共施設の省エネ（LEDの設置、地中熱ヒートポンプの設置）と公共施設の屋根を活用した太陽光
発電の導入を推進する•公用車のEVへの導入（小型普通車、ＥＶバス）、充電スタンドの設置を推進する•令和３年度に再生可能エネル
ギー導入計画の策定にあたって、公共施設での省エネルギーや太陽光発電などの導入の取組を先行して実施し、町民への見える化を同時に
図っていく必要性が議論された

 地域共生・地域裨益型再エネの
立地

・公共施設5ヶ所、民間施設1ヶ所
に地中熱ヒートポンプを設置

 創意工夫

・特産品のアスパラの加工品を販売しブラン
ドとなっているクレードル食品の省エネルギー
化（地中熱ヒートポンプ）により、町内外に
ゼロカーボンをPR

Wikipediaより

きもべつちょう

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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②重点対策加速化事業 地中熱関連の事例（長野県箕輪町）

 2030-60%ゼロカーボンみのわ加速化事業計画

•同一敷地内に存在する公共施設に太陽光発電やソーラーカーポートを設置するとともに、この敷地内において自営線を設置しマイ
クログリットの構築を検討する•太陽光発電の設置に際しては、可能な限りPPAを活用し、初期費用の低減を図る。•全ての公用車
（特殊車両を除く）をEV化するとともにV2Hを設置し、施設との充放電を行って夜間等における電力として活用するとともに、蓄電池と
連動してピークカットを行い電気使用料金の削減などを図る

 地中熱利用高効率空調設備の
導入

・情報通信センター １件

Wikipediaより

箕輪町役場

みのわまち

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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（参考）2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体 2023年2月28日時点

 東京都・京都市・横浜市を始めとする871自治体（45都道府県、510市、21特別区、252町、43村）が

「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体総人口約1億2,455万人※。
※表明自治体総人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。

環境省HP：地方公共団体における2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明の状況
https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

３）事例紹介（地域脱炭素の推進のための交付金）
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ま と め

 2050年カーボンニュートラル（脱炭素社会）の実現は世界
共通の課題。

 脱炭素への取組は、特に中期目標である2030年までが勝負
（「地域脱炭素の推進のための交付金」は2030年まで）

 脱炭素の実現には、再生可能エネルギー及び再生可能エネル
ギー熱（地中熱など）の利用は不可欠

 そのために、地方公共団体等の脱炭素計画に「地中熱」を記
載して頂く等、積極的な営業活動を行い、地中熱の実績を積
み上げることが重要




